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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 18,285 5.0 1,850 57.5 1,823 57.6 918 89.8
23年3月期 17,416 △3.1 1,174 5.2 1,156 9.5 483 237.9

（注）包括利益 24年3月期 918百万円 （89.8％） 23年3月期 483百万円 （237.9％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 163.49 ― 4.8 7.1 10.1
23年3月期 86.13 ― 2.6 4.6 6.7

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 26,172 19,623 75.0 3,493.82
23年3月期 25,022 18,930 75.7 3,370.32

（参考） 自己資本   24年3月期  19,623百万円 23年3月期  18,930百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 2,343 △1,124 △391 3,215
23年3月期 1,596 △817 △860 2,386

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00 224 46.4 1.2
24年3月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00 224 24.5 1.2
25年3月期(予想) ― 20.00 ― 20.00 40.00 43.2

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 8,640 △2.5 340 △55.3 330 △56.2 70 △80.1 12.46
通期 17,990 △1.6 1,250 △32.5 1,210 △33.6 520 △43.4 92.58



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 6,082,008 株 23年3月期 6,082,008 株
② 期末自己株式数 24年3月期 465,247 株 23年3月期 465,212 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 5,616,776 株 23年3月期 5,616,796 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 4,222 1.9 1,184 9.3 1,138 9.5 402 △41.3
23年3月期 4,145 △0.0 1,083 6.0 1,039 11.2 684 118.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 71.60 ―
23年3月期 121.93 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 24,006 19,192 79.9 3,417.08
23年3月期 23,910 19,015 79.5 3,385.47

（参考） 自己資本 24年3月期  19,192百万円 23年3月期  19,015百万円

2. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きが実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料
Ｐ．２「経営成績に関する分析」をご覧下さい。 

営業収益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,560 13.4 1,010 40.4 790 53.8 140.65
通期 4,540 7.5 1,480 30.0 1,040 158.6 185.16
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(1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響からの緩やかな持ち直しの動きがみられたものの、電

力供給の制約、欧州政府債務危機等による海外経済の減速懸念及び円高の影響など、先行き不透明な状況で推移いた

しました。 

葬祭市場においては、葬儀の小型化傾向、葬儀単価の下落傾向が継続している一方、長期にわたる安定的な需要が

見込まれているため、既存業者及び異業種からの参入業者との間で新規会館出店を伴う顧客獲得競争が続いておりま

す。また、マスコミ、書籍、雑誌等で数多くの関連情報が取り上げられていることに加え、平成23年８月、経済産業

省が『安心と信頼のある「ライフエンディング・ステージ」の創出に向けて』と題する報告書を発表するなど、葬儀

に対する社会的関心も依然高まりをみせております。 

このような環境のもと、当連結会計年度（以下、当期）の営業収益は182億85百万円（前連結会計年度（以下、前

期）比5.0％増）、営業利益は18億50百万円（前期比57.5％増）、経常利益は18億23百万円（前期比57.6％増）、当

期純利益は９億18百万円（前期比89.8％増）と、増収増益となりました。 

  

 セグメントの業績は次の通りです。 

（ア）公益社グループ 

公益社グループの中核会社である㈱公益社では、葬儀件数が前期比2.0％増加しました。この要因は、関西圏にお

ける葬儀件数が1.1％増加したことに加え、首都圏における葬儀件数が8.0％増加したことによります。 

また、葬儀単価は、平成22年６月下旬から葬儀における料理の取引形式を変更し手数料収入とした影響があるもの

の、前期比上昇しました。激しい競争環境下、関西圏、首都圏とも件数増加を実現していることは、効果的なマーケ

ティング戦略、広範にわたる人材教育など、一連の施策の効果と考えられます。 

更に、平成21年度に開始した中期経営計画第Ⅰ期「成長のための基盤整備」における重要課題の一つである、「グ

ループ会社のマネジメント体制の見直し」の一環として、グループ全体最適の観点から、平成23年10月１日付で関西

自動車㈱及び㈱ユーアイを㈱公益社に吸収合併するとともに、同９月30日付でエクセル・スタッフ・サービス㈱の人

材派遣事業及び湯灌事業を廃止し、同10月１日より、㈱公益社にて湯灌事業を開始しました。この事業再構築によ

り、グループの中核会社である㈱公益社のもと、一層のサービス力強化を目指します。 

葬儀後のサービス事業は、法事法要収入が前述の料理取引形式の変更により、前期比わずかながら減収となりまし

たが、仏壇仏具販売収入及び返礼品販売収入ともに増収となったため、全体では増収となりました。 

この結果、当セグメントの売上高は152億27百万円（前期比4.3％増）となり、仕入コストなどの削減効果もあっ

て、セグメント利益は８億93百万円（前期比97.2％増）となりました。 

  

（イ）葬仙グループ 

葬仙グループの㈱葬仙におきましては、葬儀件数は前期と比べて減少したものの、葬儀単価は上昇し、アフター販

売も好調に推移しました。 

この結果、当セグメントの売上高は14億42百万円（前期比1.9％増）となり、セグメント利益は11百万円（前期比

26.2％増）となりました。 

  

（ウ）タルイグループ 

タルイグループの㈱タルイに関しましては、葬儀件数は競争激化にもかかわらず前期と比べて増加し、葬儀単価も

上昇しました。 

この結果、当セグメントの売上高は13億37百万円（前期比8.1％増）となり、セグメント利益は２億76百万円（前

期比51.0％増）となりました。 

  

（エ）持株会社グループ 

持株会社グループの燦ホールディングス㈱におきましては、グループ各社からの配当収入が減収となりましたが、

外部企業への土地の賃貸により、不動産収入が増収になりました。 

この結果、当セグメントの売上高は42億22百万円（前期比1.9％増）となり、セグメント利益は11億38百万円（前

期比9.5％増）となりました。 

  

②次期の見通し 

平成25年３月期のわが国経済は、国内において震災復興需要による景気の持ち直し傾向が確かなものになると期待

されるものの、電力供給の制約や欧州の政府債務危機等による海外経済の下振れリスクが存在するなど、景気の先行

きに関する不透明感が拭えないまま推移すると考えられます。 

１．経営成績
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当葬祭市場においては、書籍、マスコミの影響による社会的関心の高まりから、人々の意識の変化に伴う葬儀に対

するニーズの多様化が進むとともに、業者間のシェア争いは一層激しさを増すと想定されます。 

その結果、当社グループは平成25年３月期を、将来にわたり継続的に営業収益を増加し、安定的な利益体質を構築

するために、引き続き「基盤整備」を推進し、予想以上のスピードで進展する外部環境変化への対応施策を講じる期

間と位置付け、以下の業績を見込んでおります。 

  

 平成25年３月期連結業績予想 （ ）内は平成24年３月期実績（単位：百万円） 

        営業収益   （ 18,285） 

        営業利益    （ 1,850） 

        経常利益    （ 1,823） 

        当期利益     （  918） 

その主な前提、根拠は次のとおりです。  

（ア）㈱公益社において、競合状況の激化を考慮し、一般葬の件数は新規会館における件数増加を織込むものの、既

存会館毎の過去の件数推移を踏まえて、保守的な想定を行う。また、一般葬の葬儀単価は維持に努め、下落幅

を最小限にとどめる。大規模葬（金額５百万円超）に関しては、好調に推移した平成24年３月期の実績には、

当該期間に特有な要素が含まれているとの慎重な判断に基づき、関西圏・首都圏とも、件数・単価を特に保守

的な想定を行う。 

（イ）㈱公益社では、競合激化のなか（ア）で述べた葬儀件数の維持・増加を実現するとともに、営業収益増収を目

指し、これまでのマーケティング戦略に加え、関西圏・首都圏とも積極的に複数の会館建設を推進する。その

ため、平成26年３月期以降の安定稼働の準備として、広告宣伝費・消耗備品費等の費用が先行的に発生する。

（ウ）㈱公益社の関西圏では上記新規会館展開と並行し、集客力向上の一環として既存会館リニューアルを計画的に

推進するため、営繕費、消耗備品費等の一時的な増加を見込むとともに、リニューアルに伴う除却損を織込

む。 

（エ）さらに、個々人の働き方の多様化に対応するため、社員の主体的な人生設計を支援する「転進支援制度」導入

に伴う費用の増加を見込む。 

   ※以上の通り、㈱公益社の競争力強化を主目的とし、将来の業績向上につながる複合的かつ広範な施策の遂行

に重点を置くものであり、その準備期間として減収減益を予想しております。 

  

※業績予想に関する留意事項 

 業績予想に関しましては、当社及び当社グループが入手可能な情報から得られた判断に基づいておりますが、リス

クや不確実性を含んでおります。実際の業績は、当社及び当社グループを取り巻く経済情勢、市場の動向のほか、

様々な要素により、業績予想とは大きく異なる結果となりうることをご承知おき下さい。 

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当期末の資産合計は261億72百万円となり、前期末比11億49百万円増加しました。流動資産は44億50百万円とな

り、10億27百万円増加しました。主な要因は、現金及び預金が８億20百万円、営業未収入金が１億76百万円増加した

ためです。固定資産は217億22百万円となり、１億21百万円増加しました。主な要因は、のれんが２億７百万円、不

動産信託受益権が42百万円減少した一方、葬儀会館用地の取得及び「公益社 住吉御影会館」の開設など減価償却費

の計上を上回る設備投資により有形固定資産が４億94百万円増加したためです。 

当期末の負債合計は65億48百万円となり、前期末比４億56百万円増加しました。流動負債は32億２百万円となり、

２億39百万円増加しました。主な要因は、短期借入金が２億93百万円減少した一方、未払法人税等が１億81百万円、

営業未払金が１億52百万円、未払金が１億12百万円増加したためです。固定負債は33億46百万円となり、２億16百万

円増加しました。主な要因は、長期借入金が１億90百万円増加したためです。 

当期末の純資産合計は196億23百万円となり、前期末比６億93百万円増加しました。主な要因は、配当金２億24百

万円を支払った一方、当期純利を９億18百万円計上したことにより、利益剰余金が６億93百万円増加したためです。

この結果、自己資本比率は前期末比0.7ポイント減の75.0％となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末より８億28百万円増加し、32億15百万円と

なりました。 

17,990

1,250

1,210

520
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 当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは前期比７億47百万円増加し、23億43百万円の資金の増加となりま

した。主な要因は、法人税等の支払額による支出６億95百万円、売上債権の増加額１億76百万円によりキャッシュ・

フローが減少した一方、税金等調整前当期純利益17億86百万円、減価償却費７億69百万円、のれん償却額２億７百万

円、仕入債務の増加額１億52百万円によりキャッシュ・フローが増加したためです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によって使用されたキャッシュ・フローは前期比３億６百万円増加し、11億24百万円の資金の減少となり

ました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出11億39百万円による減少であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によって使用されたキャッシュ・フローは前期比４億69百万円減少し、３億91百万円の資金の減少となり

ました。主な要因は、長期借入による収入８億50百万円が増加した一方、長期借入金の返済による支出６億55百万

円、短期借入金の純減額２億93百万円、配当金の支払額２億24百万円により減少したためです。 

  

 なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは、以下のとおりであります。 

  ＊自己資本比率：自己資本／総資産 

  ＊時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  ＊キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  ＊インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  （注）１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

     ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

     ３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払って

いる全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書

の利息の支払額を使用しております。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する継続的な利益配分を経営の最重要課題と位置付け、連結業績をベースとした利益配分

を積極的に進めてまいります。 

 剰余金の配当につきましては、連結業績や財政状況、中長期的な事業拡大のための戦略投資等を勘案し、安定的な

配当水準の向上を目指して実施いたします。 

 内部留保金につきましては、関西圏・首都圏における積極的な新規会館建設を中心に、マーケティングやＩＴなど

の戦略的投資の原資に充て、経営基盤の強化と企業価値向上のために活用する方針であります。 

 当期の配当につきましては、中間配当金を１株当たり20円としたほか、期末配当金につきましても、当初予想どお

り１株当たり20円とし、年間としては１株当たり40円とさせていただく予定です。その結果、配当性向は24.5％とな

ります。 

 なお、次期の配当につきましては、引き続き株主還元を経営の最重要課題と位置付けつつも、上記の配当方針と業

績予想を勘案したうえで、当期と同様、１株当たり中間配当金20円、期末配当金20円、合計年40円とさせていただく

予定です。（予想配当性向43.2％） 

  21年３月期 22年３月期 23年３月期 24年３月期 

 自己資本比率 

（％）  
   74.3   74.3  75.7  75.0

 時価ベースの自己資本比率 

（％）  
  40.0   34.0  29.9  34.9

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率 

（年）  
  4.6   2.4  2.3  1.5

 インタレスト・カバレッジ・レシオ 

（倍）  
  13.7   27.9  27.8  46.1
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(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。 

①葬儀需要の変動について 

（死亡者数） 

 葬儀需要の数量的側面は死亡者数によって決定され、葬儀事業における所与の条件となります。死亡者数の中長期

予測として、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計）における死亡者数の中

位推計に依拠すれば、向こう10年間、年平均約２％の伸び率で死亡者数が増加するとの予測が得られます。また、現

実の死亡者数も、平均2.5％の伸び率で推移しました。（平成18年～22年） 

 しかし、平成21年の伸び率が0.1％の減少となった半面、平成22年は4.8％と大幅に増加するなど、年度毎に平均推

定値から乖離した動きを示しております。 

 したがって、仮にマーケット・シェア及び葬儀１件当たりの平均単価が変わらないとしても、（当社グループ営業

エリアの）死亡者数の変動によって、葬儀及びその関連事業を中核事業とする当社グループの単年度業績が、少なか

らず変動する可能性があります。 

  

（季節的変動） 

 年間死亡者数の発生に季節性があるため、特に12月～２月が当社グループの葬儀施行件数が相対的に多い繁忙期と

なります。したがって、葬儀及びその関連事業を中核事業とする当社グループでは、上期よりも下期の営業収益が多

くなっております。 

 また、この繁忙期（とりわけ１月～２月）はインフルエンザの罹患者の発生が多くなる時期でもありますので、そ

の年のインフルエンザ流行の程度によって、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

  

②大規模葬儀の変動について 

 当社グループでは、社葬を中心とする大規模葬儀（金額５百万円超の葬儀と定義）による収入が、当期葬儀請負収

入全体の11.6％を占めております。市場規模が大きく、当社グループのシェアが低い首都圏の社葬市場でのシェア拡

大に努力を傾けておりますが、既に高シェアを有する関西圏の社葬については、当社グループの受注件数は概ね所与

であります。したがって、大規模葬儀依存度は漸減傾向にあるとはいえ、社葬を中心とする大規模葬儀の受注件数・

金額の多寡により当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

 なお、社葬に関してはここ数年来、ホテルでの「お別れの会」が広がりを見せております。さらに今後、社葬に関

する慣例、形態、あるいは社会通念等の変化が、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

③規制と競争環境について 

（新規参入の可能性） 

 葬祭業界は法的規制、行政指導のない業界でありますが、それは裏を返せば事業への参入障壁が低いことを意味し

ております。業界内には地域密着型で家業的な中小零細業者を圧倒的多数とする葬儀専業者と、広域展開している一

部大手業者を含む冠婚葬祭互助会とがあります。これまで婚礼を中核事業としてきた冠婚葬祭互助会が葬儀に注力し

ているほか、成長産業としての認識から、仏事関連産業はもとより異業種（電鉄、流通、生協、農協、ホテル、外資

等）からの参入が全国規模で進んでおり、競争激化に拍車をかけております。参入障壁の低さが、今後新たな新規参

入を招き、当社グループの業績に影響を与えるような競争環境の変化をもたらす可能性も否定はできません。 

  

（霊柩運送事業の傾向） 

 また、当期連結営業収益の2.8％を占める霊柩運送事業においては、平成２年の認可制から届出制への移行で規制

緩和が進み、従来、当社グループが実質独占的に営業していた大阪府下において、運送事業者の新規参入や葬儀業者

が自社で洋型車等を保有し運行するケースが増えております。このため、霊柩車の運行回数は減少傾向が続いてお

り、今後もこの傾向は続くと予想されます。ただし、当社グループの事業全体に占める霊柩運送事業の割合からみ

て、業績への影響は限定的と考えられます。 

  

④金利変動について 

 当社グループの借入負債残高（リース負債を除く）は、当期末33億48百万円（総資産の12.8％）であります。ま

た、その大半（33億42百万円）が長期借入金及び社債という長期資金であり、すべて固定金利による調達でありま

す。なお、設備投資を中心とした資金需要は、概ねキャッシュ・フローの範囲内に収めることを財務運営の基本原則

と考えております。 

 ただし、今後、積極的な設備投資及びＭ＆Ａに対応するため、一時的には有利子負債が増加するような新規調達の

可能性はあり、そうした場合や既存有利子負債のリファイナンスの際に、市場金利の動向によっては、当社グループ

の業績が影響を受ける可能性がありますが、その影響は限定的と考えられます。 
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⑤法的規制について 

（食品衛生法） 

 当社グループの料理事業については、食品衛生法により規制を受けております。当社グループが飲食店を営業する

ためには、食品衛生管理者を置き、厚生労働省の定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなければなりませ

ん。なお、食中毒を起こした場合、食品等の廃棄処分、営業許可の取り消し、営業の禁止、一定期間の営業停止等を

命じられ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。そのため、当社グループは厳格な衛生管理を実施

し、こうした事態の回避に努めております。 

  

（個人情報保護法） 

 当社グループでは、葬儀の請負等を通じて多くの個人情報を所有することから、平成17年４月より施行された個人

情報保護法の遵守体制構築を経営の最重要課題の一つと位置づけ、プライバシーマークの認証を取得いたしました。

 しかしながら、予期せぬ事態により個人情報が流出した場合、当社グループの社会的信用に影響を与え、その対応

のための多額の費用負担や企業イメージの低下が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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 当社企業集団は、持株会社である当社（持株会社グループ）と５社の連結子会社（㈱公益社を中心とする公益社グル

ープ、㈱葬仙を中心とする葬仙グループ、㈱タルイを中心とするタルイグループ）で構成され、葬儀請負とこれに付随

する商品・サービスを提供する葬儀事業を主な事業としております。 

  

 企業集団の事業内容と当該事業における各社の位置づけは次のとおりであります。 

  

公益社グループ 

 ㈱公益社が、営業地盤とする関西圏（大阪府並びに兵庫県及び奈良県の一部）並びに首都圏（東京都及び神奈川県の

一部）において、顧客から葬儀施行の依頼を受け、付随する商品・サービスを含めた葬祭サービスを顧客に提供いたし

ます。その際、商品・サービスの一部を次のように他の連結子会社から購入しております。 

 ㈱デフィは、生花、料理等を㈱公益社に納入しております。エクセル・スタッフ・サービス㈱は、警備、清掃等の業

務を受託しております。 

 なお、㈱デフィについては、生花、料理等の葬儀関連商品において、当社企業集団外への販売があります。 

   

葬仙グループ 

 ㈱葬仙が、鳥取県米子市、鳥取市及び島根県松江市とこれらの周辺地域を営業地盤として、葬儀を受注し、付随する

商品・サービスを含めた葬祭サービスを顧客に提供しております。その際、㈱デフィは、生花を㈱葬仙に納入しており

ます。  

   

タルイグループ 

 ㈱タルイが兵庫県明石市とその周辺地域を営業地盤として、葬儀を受注し、付随する商品・サービスを含めた葬祭サ

ービスを顧客に提供しております。 

  

持株会社グループ 

 当社は、㈱公益社、㈱葬仙及び㈱タルイが使用する葬儀会館はじめ不動産を賃貸（一部転貸を含む）するほか、他の

２社に対しても事業所・駐車場等を賃貸しております。また連結子会社５社に対して役員を通じて経営指導を行うほ

か、各社から総務、人事、経理、情報システムの事務等を受託しております。 

  

 以上の企業集団の状況を事業系統図で示すと８ページのとおりであります。また、関係会社の状況は９ページのとお

りであります。  

２．企業集団の状況
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（関係会社の状況） 

（注） １．「主要な事業内容」欄には、事業部門等の名称を記載しております。 

    ２．当連結会計年度末現在において、㈱公益社は当社の特定子会社に該当しております。 

    ３．当連結会計年度末現在において、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

  

名 称 住 所
資本金
（千円） 

主 要 な
事業内容 

議決権の
所有割合 

関 係 内 容 摘要

（連結子会社）             

㈱公益社 大阪市中央区  100,000 葬儀事業 100% 

不動産賃貸、事務受託、経

営指導 

役員の兼任11名（役員10、

執行役員１） 

  

㈱デフィ 大阪市中央区  40,000 葬儀事業 100% 

不動産賃貸、事務受託、経

営指導 

役員の兼任４名（役員２、

執行役員１、従業員１） 

  

エクセル・スタッ

フ・サービス㈱ 
大阪市中央区  40,000 葬儀事業 100% 

不動産賃貸、事務受託、経

営指導 

役員の兼任４名（役員３、

執行役員１） 

  

㈱葬仙  鳥取県米子市  10,000 葬儀事業  100% 

不動産賃貸、経営指導  

役員の兼任４名（役員３、

執行役員１）  

  

㈱タルイ 兵庫県明石市  10,000 葬儀事業  100% 

不動産賃貸、経営指導  

役員の兼任４名（役員３、

従業員１）  

  

                                 
燦ホールディングス㈱ (9628) 平成24年３月期 決算短信

－ 9 －



(1）会社の経営の基本方針 

平成21年４月に公表した「10年ビジョン」（「（3）中長期的な会社の経営戦略」参照）の策定において、新たに

次のような≪経営理念≫を制定いたしました。 

「私たちは、大切な人との最期のお別れを尊厳あるかたちでお手伝いします。そして、それにとどまらず、人生の

マイナスからプラスへのステップを支える最良のパートナーを目指します。」 

これは、創業以来大切にしてきた価値観と将来への思いを結晶化させたもので、社員の価値判断の基軸とするとと

もに、求心力の核となるものと考えます。 

なお、≪経営理念≫を受けて、私たちがお客様に届けたい価値は何か、そして従業員や取引先や地域社会も含めた

すべてのステークホルダーに対してどうかかわるべきかを、別途５項目からなる≪行動規範≫にまとめました。 

  

(2）目標とする経営指標 

  当社グループでは、企業価値向上のための経営指標として株主資本利益率（ＲＯＥ）を重視しております。葬祭事

業及び新規事業による利益の拡大と資本効率の向上を図り、安定的にＲＯＥ５％以上を確保するよう努めてまいりた

いと考えております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  当社は、平成21年４月２日、今後10年間に予想される社会環境および顧客、競合の変化をふまえ、グループの10年

後のあるべき姿を「10年ビジョン」として定めるとともに、このビジョンを実現するために、2009年度を初年度とす

る中期経営計画（第Ⅰ期）を策定しました。（詳細については、平成21年４月２日付公表の「10年ビジョンと中期経

営計画（2009年度～2011年度）の策定について」をご参照ください。） 

  

(4）会社の対処すべき課題 

中期経営計画（第Ⅰ期）の３年間で葬儀業界を取り巻く環境が大きく変化したため、当社は「10年ビジョン」  

及び「中期経営計画」を最近の環境変化に応じて、平成24年度中に改定することを目指してまいります。また、当初

からの課題である下記については、継続し取組んでまいります。 

①経営理念と行動規範の社員への浸透を促進し、グループ全体の求心力を高める。 

②グループ会社のマネジメント体制を見直し、役割を再定義して全体最適に向けての体制を整備する。 

③今後の成長に必要な資源（ヒト・モノ・カネ）を準備・調達するために、人材の育成・採用、保有会館・施設 

の収益性の見直し、ＢＰＲ（業務の全体的見直しによりムダを省く）、遊休施設の売却等を推進する。 

④コアコンピタンスを活かした戦略を展開するため、ＣＲＭのシステム構築に着手する。  

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,394,299 3,215,061

営業未収入金 420,913 597,814

商品及び製品 162,818 155,053

原材料及び貯蔵品 40,782 40,695

繰延税金資産 249,202 285,987

未収還付法人税等 11,566 7,739

未収消費税等 576 11,080

その他 143,867 138,954

貸倒引当金 △1,636 △2,135

流動資産合計 3,422,391 4,450,250

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,708,546 7,430,285

機械装置及び運搬具（純額） 24,963 16,157

工具、器具及び備品（純額） 128,068 120,339

土地 10,002,132 10,813,849

リース資産（純額） 204,155 219,183

建設仮勘定 59,034 21,649

有形固定資産合計 18,126,900 18,621,464

無形固定資産   

のれん 1,037,211 829,851

その他 242,002 203,489

無形固定資産合計 1,279,214 1,033,340

投資その他の資産   

長期貸付金 552,677 519,637

繰延税金資産 215,308 177,752

不動産信託受益権 557,544 515,265

差入保証金 663,049 659,977

その他 269,272 215,343

貸倒引当金 △63,698 △20,717

投資その他の資産合計 2,194,153 2,067,259

固定資産合計 21,600,268 21,722,064

資産合計 25,022,659 26,172,314
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 600,672 752,850

短期借入金 300,000 6,178

1年内返済予定の長期借入金 612,853 617,000

リース債務 56,629 67,011

未払金 280,430 393,001

未払法人税等 364,848 546,316

未払消費税等 109,194 134,841

賞与引当金 416,024 448,205

役員賞与引当金 40,200 58,660

その他 181,724 178,187

流動負債合計 2,962,577 3,202,252

固定負債   

社債 1,500,000 1,500,000

長期借入金 1,035,000 1,225,500

リース債務 157,733 163,302

繰延税金負債 2,788 689

退職給付引当金 21,082 23,284

資産除去債務 123,414 142,216

長期預り金 167,970 169,395

長期未払金 121,720 121,720

固定負債合計 3,129,709 3,346,108

負債合計 6,092,287 6,548,361

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,568,157 2,568,157

資本剰余金 5,488,615 5,488,615

利益剰余金 11,886,702 12,580,326

自己株式 △1,013,103 △1,013,146

株主資本合計 18,930,372 19,623,953

純資産合計 18,930,372 19,623,953

負債純資産合計 25,022,659 26,172,314
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業収益 17,416,155 18,285,884

営業費用 14,449,428 14,705,291

営業総利益 2,966,726 3,580,593

販売費及び一般管理費   

役員報酬 313,634 301,445

給料及び手当 387,887 361,962

賞与 49,251 47,804

賞与引当金繰入額 45,395 45,971

役員賞与引当金繰入額 40,200 58,660

業務委託費 48,193 58,296

貸倒引当金繰入額 － 5,671

広告宣伝費 22,980 23,107

減価償却費 20,519 62,423

のれん償却額 207,360 207,360

その他 656,369 557,232

販売費及び一般管理費合計 1,791,792 1,729,934

営業利益 1,174,933 1,850,658

営業外収益   

受取利息 14,393 13,512

受取配当金 8 6

雑収入 30,331 21,145

営業外収益合計 44,733 34,664

営業外費用   

支払利息 57,538 51,624

雑損失 5,303 10,610

営業外費用合計 62,842 62,235

経常利益 1,156,824 1,823,086
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 1,874 239

貸倒引当金戻入額 2,353 －

役員賞与引当金戻入額 1,075 －

特別利益合計 5,303 239

特別損失   

固定資産売却損 － 667

固定資産除却損 2,823 24,801

減損損失 － 8,200

投資有価証券評価損 － 2,199

リース解約損 － 890

移転損失 8,620 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 26,612 －

その他 168 －

特別損失合計 38,225 36,759

税金等調整前当期純利益 1,123,902 1,786,567

法人税、住民税及び事業税 599,588 869,600

法人税等調整額 40,543 △1,328

法人税等合計 640,132 868,271

少数株主損益調整前当期純利益 483,769 918,295

少数株主利益 － －

当期純利益 483,769 918,295
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 483,769 918,295

その他の包括利益   

その他の包括利益合計 － －

包括利益 483,769 918,295

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 483,769 918,295

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 2,568,157 2,568,157

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,568,157 2,568,157

資本剰余金   

当期首残高 5,488,615 5,488,615

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,488,615 5,488,615

利益剰余金   

当期首残高 11,655,688 11,886,702

当期変動額   

剰余金の配当 △252,755 △224,671

当期純利益 483,769 918,295

当期変動額合計 231,014 693,624

当期末残高 11,886,702 12,580,326

自己株式   

当期首残高 △1,013,103 △1,013,103

当期変動額   

自己株式の取得 － △43

当期変動額合計 － △43

当期末残高 △1,013,103 △1,013,146

株主資本合計   

当期首残高 18,699,358 18,930,372

当期変動額   

剰余金の配当 △252,755 △224,671

当期純利益 483,769 918,295

自己株式の取得 － △43

当期変動額合計 231,014 693,580

当期末残高 18,930,372 19,623,953

純資産合計   

当期首残高 18,699,358 18,930,372

当期変動額   

剰余金の配当 △252,755 △224,671

当期純利益 483,769 918,295

自己株式の取得 － △43

当期変動額合計 231,014 693,580

当期末残高 18,930,372 19,623,953
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,123,902 1,786,567

減価償却費 757,082 769,673

減損損失 － 8,200

のれん償却額 207,360 207,360

有形固定資産除却損 2,823 24,631

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,293 △42,482

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,804 32,181

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,827 18,460

移転損失引当金の増減額(△は減少) △119,800 －

受取利息及び受取配当金 △14,401 △13,518

支払利息 57,538 51,624

有形固定資産売却損益（△は益） △1,874 427

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,199

売上債権の増減額（△は増加） △25,513 △176,900

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,634 7,852

その他の資産の増減額（△は増加） △57,959 27,749

仕入債務の増減額（△は減少） △59,200 152,177

未払消費税等の増減額（△は減少） 37,463 25,647

その他の負債の増減額（△は減少） 102,357 188,282

小計 2,022,098 3,070,133

利息及び配当金の受取額 9,090 8,546

利息の支払額 △57,470 △50,843

法人税等の支払額 △499,385 △695,464

法人税等の還付額 121,879 11,566

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,596,212 2,343,939

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,206 △200

定期預金の払戻による収入 － 7,935

有形固定資産の取得による支出 △632,569 △1,139,883

有形固定資産の売却による収入 2,000 843

無形固定資産の取得による支出 △158,039 △27,096

貸付けによる支出 － 1,718

貸付金の回収による収入 17,619 35,264

保険積立金の解約による収入 217 634

その他の収入 1,921 10,089

その他の支出 △47,649 △13,335

投資活動によるキャッシュ・フロー △817,706 △1,124,029
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000 △293,822

長期借入れによる収入 － 850,000

長期借入金の返済による支出 △858,202 △655,353

自己株式の取得による支出 － △43

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △49,777 △67,522

配当金の支払額 △252,755 △224,671

財務活動によるキャッシュ・フロー △860,735 △391,412

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △82,229 828,497

現金及び現金同等物の期首残高 2,468,794 2,386,564

現金及び現金同等物の期末残高 2,386,564 3,215,061
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 該当事項はありません。 

  

  

(５）継続企業の前提に関する注記

(６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 子会社はすべて連結されております。 

当該連結子会社は、㈱公益社、㈱デフィ、エクセル・スタッフ・サービス㈱、㈱

葬仙、㈱タルイの５社であります。 

なお、関西自動車㈱及び㈱ユーアイは平成23年10月１日付で連結子会社である㈱

公益社が吸収合併しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  ② たな卸資産 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切り下げの方法により算出しております。） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。 

なお、取得価額が 万円以上 万円未満の資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。 

主な耐用年数は下記のとおりであります。 

建物及び構築物    10～50年 

機械装置及び運搬具  ３～15年 

工具、器具及び備品  ３～15年 

10 20

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。 

  ③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。  

  ④ 長期前払費用 

定額法 
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項目 
当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。 

  ③ 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上

しております。  

  ④ 退職給付引当金 

連結子会社のうち１社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務の見込額（自己都合退職による期末要支給額）

に基づき計上しております。  

  (4）のれんの償却に関する事項 

のれんの償却については、10年間の均等償却を行っております。  

  (5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。  

  (6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ① 土地信託の会計処理の方法 

信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づき、貸借対照表項目は「不

動産信託受益権」勘定として処理し、損益計算書項目は、当該営業収益又

は営業費用勘定に含めて処理しております。 

なお、収益及び費用の認識基準としては発生基準によっております。 

  ② 消費税等の会計処理の方法 

税抜き方式によっております。 

(７）表示方法の変更

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（連結貸借対照表）  

 前連結会計年度において、「投資その他の資産」に独立掲記しておりました「投資有価証券」につきましては、金額

的重要性が極めて乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「投資有価証券」に表示していた

2,200千円は、「その他」として組み替えております。 

(８）追加情報

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当連結会計年度の期首以降に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
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(９）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（平成24年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円9,536,959 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円10,124,371

※２ 有形固定資産について、取得価額から控除した圧縮

記帳額は、建物 千円であります。 2,000

※２ 有形固定資産について、取得価額から控除した圧縮

記帳額は、建物 千円であります。 2,000

※３ コミットメントライン契約  

 (特定融資枠契約) 

資金調達の機動性確保並びに資金効率の向上を目的

として、３金融機関との間でコミットメントライン

契約を締結しております。この契約に基づく当連結

会計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。  

※３ コミットメントライン契約  

 (特定融資枠契約) 

資金調達の機動性確保並びに資金効率の向上を目的

として、３金融機関との間でコミットメントライン

契約を締結しております。この契約に基づく当連結

会計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。  

コミットメントの総額 千円2,000,000

借入実行残高 千円300,000

差引額 千円1,700,000

コミットメントの総額 千円2,000,000

借入実行残高 －千円

差引額 千円2,000,000

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。

機械装置及び運搬具   千円 1,874

※１ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。

機械装置及び運搬具   千円 239

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 千円771

構築物 千円801

機械装置及び運搬具 千円1,103

工具、器具及び備品 千円148

計 千円2,823

建物 千円13,798

構築物 千円1,157

機械装置及び運搬具 千円178

工具、器具及び備品 千円453

解体撤去費用  千円170

その他 千円9,043

計 千円24,801

 ３         ────── ※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 千円526

機械装置及び運搬具 千円140

 計 千円667

 ４         ────── ※４ 減損損失 

 当社グループは、以下の資産グループについて減損損失

を計上いたしました。  

 当社グループは、事業用資産について管理会計上の区分

を基準としてグルーピングを行っております。 

 当資産グループについては、営業活動から生ずる損益の

継続的なマイナスのため、資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失( 千円)

として特別損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額

により測定し、不動産鑑定評価額により評価しておりま

す。  

  

用途 場所 種類

葬儀会館 大阪府岸和田市 土地

8,200
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前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期首
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式  6,082,008 － －  6,082,008

合計  6,082,008 － －  6,082,008

自己株式         

普通株式（注）  465,212 － －  465,212

合計  465,212 － －  465,212

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  140,419  25 平成22年３月31日 平成22年６月25日 

平成22年11月11日 

取締役会 
普通株式  112,335  20 平成22年９月30日 平成22年12月６日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  112,335 利益剰余金  20 平成23年３月31日 平成23年６月24日
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当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  次のとおり決議を予定しております。 

  

  

  
当連結会計年度期首
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式  6,082,008 － －  6,082,008

合計  6,082,008 － －  6,082,008

自己株式         

普通株式（注）  465,212  35 －  465,247

合計  465,212  35 －  465,247

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  112,335  20 平成23年３月31日 平成23年６月24日 

平成23年11月10日 

取締役会 
普通株式  112,335  20 平成23年９月30日 平成23年12月５日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  112,335 利益剰余金  20 平成24年３月31日 平成24年６月27日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 千円2,394,299

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 千円△7,735

現金及び現金同等物 千円2,386,564

現金及び預金勘定 千円3,215,061

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 千円3,215,061
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(1）報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社グループでは、持株会社である当社がグループ本社として戦略とマネジメント機能を担い、葬儀関連の諸

機能を担当する子会社を統括するとともに、葬儀会館等の不動産を賃貸し、各子会社は、当社の戦略に従い、取

り扱うサービス・製品について事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは、葬祭３社及び当社を中心とした会社グループ別のセグメントから構成されてお

り、「公益社グループ」、「葬仙グループ」、「タルイグループ」及び「持株会社グループ」の４つを報告セグ

メントとしております。 

  

(2）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載とおおむね同一であります。 

報告セグメントの利益は、経常利益（のれん償却前）ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格等に基づいております。  

  

(3）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（セグメント情報等）

１．セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額
（注）１ 

連結
財務諸表 
計上額 
（注）２ 

公益社 
グループ 

葬仙
グループ 

タルイ
グループ 

持株会社
グループ 

計

売上高               

外部顧客への

売上高 
 14,566,089  1,415,499  1,237,704  196,861  17,416,155 －  17,416,155

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 29,496 － －  3,948,904  3,978,401  △3,978,401 － 

計  14,595,586  1,415,499  1,237,704  4,145,766  21,394,556  △3,978,401  17,416,155

セグメント利益  452,807  8,812  182,943  1,039,471  1,684,034  △527,210  1,156,824

セグメント資産  2,940,054  350,589  808,812  23,910,220  28,009,677  △2,987,017  25,022,659

その他の項目               

 減価償却費  98,365  16,874  36,310  601,821  753,371 －  753,371

 のれん償却額 － － － － －  207,360  207,360

 受取利息  3,258  25  2,476  14,423  20,183  △5,790  14,393

 支払利息 －  675 －  62,653  63,329  △5,790  57,538

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

 110,060  9,428  36,563  778,949  935,002 －  935,002
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 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

(注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

セグメント利益                               （単位：千円）

  

セグメント資産                               （単位：千円）

  

２．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

    

  （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額
（注）１ 

連結
財務諸表 
計上額 
（注）２ 

公益社 
グループ 

葬仙
グループ 

タルイ
グループ 

持株会社
グループ 

計

売上高               

外部顧客への

売上高 
 15,201,323  1,442,553  1,337,870  304,137  18,285,884 －  18,285,884

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 26,572 －  25  3,918,783  3,945,381  △3,945,381 － 

計  15,227,896  1,442,553  1,337,896  4,222,921  22,231,266  △3,945,381  18,285,884

セグメント利益  893,071  11,122  276,329  1,138,054  2,318,577  △495,490  1,823,086

セグメント資産  3,727,987  442,521  959,463  24,006,840  29,136,812  △2,964,497  26,172,314

その他の項目               

 減価償却費  105,753  17,342  33,033  610,156  766,284 －  766,284

 のれん償却額 － － － － －  207,360  207,360

 受取利息  3,424  16  2,309  13,509  19,259  △5,747  13,512

 支払利息 －  613 －  56,758  57,372  △5,747  51,624

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

 128,237  8,498  15,178  1,058,663  1,210,577 －  1,210,577

  前連結会計年度 当連結会計年度 

持株会社が連結子会社から受け取った配当金の

相殺消去額 
 △320,000  △288,000

のれん償却額  △207,360  △207,360

債権債務の相殺消去に伴う貸倒引当金の調整額  150  △130

合計  △527,210  △495,490

  前連結会計年度 当連結会計年度 

持株会社の子会社株式  △3,362,585  △3,062,585

のれん  1,037,211  829,851

債権債務の相殺消去に伴う貸倒引当金の調整額  3,222  1,120

上記に伴う繰延税金資産の調整  △1,292 ― 

セグメント間取引消去  △663,573  △732,883

合計  △2,987,017  △2,964,497
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前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

(1）製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

  

(2）地域ごとの情報 

① 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

② 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産ないため、該当事項はありません。  

   

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

(1）製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

  

(2）地域ごとの情報 

① 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

② 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産ないため、該当事項はありません。  

  

   

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

   

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：千円）

   

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

報告セグメントに配分されていないのれんの償却額     千円 

報告セグメントに配分されていないのれんの未償却残高  千円 

   

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

報告セグメントに配分されていないのれんの償却額     千円 

報告セグメントに配分されていないのれんの未償却残高    千円 

  

   

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

２．関連情報

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  
公益社 
グループ 

葬仙
グループ 

タルイ
グループ 

持株会社
グループ 

合計

減損損失 － －  －   8,200  8,200

４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

207,360

1,037,211

207,360

829,851

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、葬儀事業・運送事業における運搬車両（機械装置及び運搬具）及び本社におけるファイルサー 

バー（工具、器具及び備品）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却 

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー 

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであ 

ります。 

  

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：千円）

  

（単位：千円）

(注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利 

子込み法により算定しております。 

  

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

（単位：千円）

(注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低 

いため、支払利子込み法により算定しております。 

  

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

（単位：千円） 

  

（リース取引関係）

  
前連結会計年度（平成23年３月31日） 

取得価額 減価償却累計額 期末残高 

建物及び構築物  664,000  194,449  469,550

機械装置及び運搬具  129,055  99,809  29,246

工具、器具及び備品  108,642  78,158  30,483

合計  901,697  372,417  529,280

  
当連結会計年度（平成24年３月31日） 

取得価額 減価償却累計額 期末残高 

建物及び構築物  664,000  224,199  439,800

機械装置及び運搬具  64,549  53,865  10,683

工具、器具及び備品  67,839  53,544  14,295

合計  796,388  331,609  464,779

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

未経過リース料期末残高相当額     

１年内   64,500   47,554

１年超   464,779   417,225

合計   529,280   464,779

  

前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 

支払リース料   84,942   64,500

減価償却費相当額   84,942   64,500
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（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

２．オペレーティングリース取引 

① 借主側 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

（単位：千円）

  

② 貸主側 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

（単位：千円） 

  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）  

 該当事項はありません。  

     

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）  

 該当事項はありません。  

     

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

１年内   175,829   190,187

１年超   1,983,550   2,056,201

合計   2,159,380   2,246,389

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

１年内   192,000   192,000

１年超   3,595,200   3,403,200

合計   3,787,200   3,595,200

（関連当事者情報）
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（平成24年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

(1）流動の部  

繰延税金資産   

賞与引当金 千円 174,260

未払事業税   32,766

未払費用  26,101

税務上の繰越欠損金   4,042

その他  29,813

繰延税金資産小計  266,984

評価性引当額  △15,382

繰延税金資産合計  251,602

繰延税金負債   

債権債務の相殺消去に伴う 

貸倒引当金の調整  
 △1,353

未収事業税  △1,046

繰延税金負債合計  △2,399

繰延税金資産（負債）の純額  249,202

(2）固定の部   

繰延税金資産   

減損損失 千円 602,811

税務上の繰越欠損金   75,343

長期未払金   57,915

資産除去債務  50,913

貸倒引当金  28,803

建物  16,455

その他  18,563

 繰延税金資産小計  850,805

評価性引当額   △530,712

繰延税金資産合計  320,093

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金  △64,954

資産除去費用  △35,561

その他  △7,057

繰延税金負債合計  △107,573

繰延税金資産（負債）の純額  212,520

(1）流動の部  

繰延税金資産   

賞与引当金 千円 176,039

未払事業税   46,353

未払費用  27,377

その他  37,895

繰延税金資産合計  287,665

繰延税金負債   

債権債務の相殺消去に伴う 

貸倒引当金の調整  
 △1,070

未収事業税  △607

繰延税金負債合計  △1,677

繰延税金資産（負債）の純額  285,987

(2）固定の部   

繰延税金資産   

減損損失 千円 525,457

資産除去債務  51,946

長期未払金   42,976

建物  16,967

貸倒引当金  7,766

税務上の繰越欠損金  1,898

その他  30,232

 繰延税金資産小計  677,246

評価性引当額   △402,364

繰延税金資産合計  274,882

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金  △56,898

資産除去費用  △34,249

その他  △6,670

繰延税金負債合計  △97,818

繰延税金資産（負債）の純額  177,063
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前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（平成24年３月31日） 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

連結財務諸表提出会社の法定実効

税率 
％40.6

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
 6.3

住民税均等割  1.6

のれん償却額   7.5

評価性引当額  0.1

その他  0.9

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 57.0

  

連結財務諸表提出会社の法定実効

税率 
％40.6

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
 3.8

住民税均等割  1.0

のれん償却額   4.7

評価性引当額  △4.9

税率変更による期末繰延税金資産

の減額修正 
 2.3

その他  1.1

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 48.6

  ３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の金額の修正 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図る

ための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法

律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施

策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公

布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度

から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行わ

れることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

40.6％から平成24年４月１日に開始する連結会計年度か

ら平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見

込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１

日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時

差異については、35.6％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金

負債の金額を控除した金額）は41,853千円減少し、法人

税等調整額が41,853千円増加しております。 
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  １．金融商品の状況に関する事項 

  (1）金融商品に対する取組方針 

   当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入や社債発行により調達しております。ま 

  た、資金の効率的運用を図るため、短期的な運転資金はグループ金融制度を運用しております。さらに、緊急多

  額の資金需要に備え、取引銀行３行と総額20億円のコミットメントライン契約を締結しております。 

   デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行なわない方針でありま

  す。 

    なお、当連結会計年度においては、デリバティブ取引は行っておりません。 

  (2）金融商品の内容及びそのリスク 

   営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、長期貸付金は、主に当社グル

  ープが賃借している葬儀会館の建設資金を家主に対して貸付けております。  

   営業債務である営業未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。 

   借入金及び社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、借入期間は主に５年以内とし、借

  入金利は全て固定されております。 

  (3）金融商品に係るリスク管理体制 

  ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

   当社グループは、経理規程に従い、営業債権について、期日及び残高を管理をするとともに、回収遅延債権

  の状況をモニタリングすること等により回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、主な長期貸付金

  については担保設定を行っております。   

  ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

    当社グループの銀行借入については、全て固定金利で調達しているため、市場のリスクに晒されておりませ

   ん。             

  ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

   当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が毎月資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

  動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。また、緊急多額の資金需要に備え、取引銀行３行と

  総額20億円のコミットメントライン契約を締結しております。 

  (4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含

   まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

   とにより、当該価格が変動することがあります。 

（金融商品関係）
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  ２．金融商品の時価等に関する事項 

   連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

     前連結会計年度（平成23年３月31日） 

    当連結会計年度（平成24年３月31日） 

  （注）１．金融資産の時価の算定方法に関する事項 

  資産  

  (1）現金及び預金、（2）営業未収入金 

   これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

  価額によっております。 

  (3）長期貸付金 

   当社グル－プでは、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、抵当権を設定してい 

   るものがほとんどであるため、その将来キャッシュ・フロ－を国債の利回り等適切な指標を基とし 

  た利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

  

連結貸借対照表計上額
（千円）  

時価     
（千円） 

差額     
（千円） 

(1）現金及び預金  2,394,299  2,394,299  ―

(2）営業未収入金  420,913  420,913  ―

(3) 長期貸付金   552,677  579,918  27,240

 資産計  3,367,891  3,395,132  27,240

(1）営業未払金  600,672  600,672  ―

(2）短期借入金   300,000  300,000  ―

(3）未払法人税等   364,848  364,848  ―

(4) 社債   1,500,000  1,540,000  40,000

(5）長期借入金（１年内返済予定

の長期借入金含む） 

  

 1,647,853  1,664,782  16,929

 負債計  4,413,374  4,470,304  56,930

  

  

連結貸借対照表計上額
（千円）  

時価     
（千円） 

差額     
（千円） 

(1）現金及び預金  3,215,061  3,215,061  ―

(2）営業未収入金  597,814  597,814  ―

(3) 長期貸付金   519,637  558,360  38,722

 資産計  4,332,513  4,371,236  38,722

(1）営業未払金  752,850  752,850  ―

(2）短期借入金   6,178  6,178  ―

(3）未払法人税等   546,316  546,316  ―

(4) 社債   1,500,000  1,535,208  35,208

(5）長期借入金（１年内返済予定

の長期借入金含む） 

  

 1,842,500  1,857,203  14,703

 負債計  4,647,844  4,697,756  49,912
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  負債  

  (1）営業未払金、（2）短期借入金、（3）未払法人税等                      

    これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

   価額によっております。   

  (4）社債 

   社債の時価は、元利金の合計額を、同様の社債を発行した場合に想定される利率で割り引いた現在

  価値により算定しております。                           

  （5）長期借入金   

    長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

   いた現在価値により算定しております。  

                                          

  ２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

          前連結会計年度（平成23年３月31日） 

       

      当連結会計年度（平成24年３月31日） 

     

   ３．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

          前連結会計年度（平成23年３月31日） 

     

     当連結会計年度（平成24年３月31日） 

  

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。  

   

 該当事項はありません。  

  

   
１年以内   

（千円）  

１年超５年以内  

(千円) 

５年超10年以内 

（千円） 

10年超    

（千円）  

 現金及び預金   2,394,299  ―  ―  ―

 営業未収入金   420,913  ―  ―  ―

 長期貸付金  34,286  147,674  177,671  193,045

   
１年以内   

（千円）  

１年超５年以内  

(千円) 

５年超10年以内 

（千円） 

10年超    

（千円）  

 現金及び預金   3,215,061  ―  ―  ―

 営業未収入金   597,814  ―  ―  ―

 長期貸付金  39,531  147,597  176,529  155,978

  
１年以内   

（千円） 

１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円）  

４年超５年以内 

（千円）  

 長期借入金     612,853     447,000     408,000     180,000         ―

 社債        ―       ―       ―    1,500,000       ―

  
１年以内   

（千円） 

１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円）  

４年超５年以内 

（千円）  

 長期借入金     617,000     578,000     350,000     170,000     127,500

 社債        ―       ―    1,500,000          ―       ―

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）
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      決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

（退職給付関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び２社を除く連結子会社は大阪府貨物運送厚生年

金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は

退職給付会計実務指針第33項の例外処理を行う制度であ

ります。また、当社及び２社を除く連結子会社は、確定

拠出年金制度を設けております。 

さらに、連結子会社のうち１社は、中小企業退職共済制

度に加入しており、他の１社は確定給付型の制度として

退職一時金制度を設けております。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数

事業主制度に関する事項は次のとおりであります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び２社を除く連結子会社は大阪府貨物運送厚生年

金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は

退職給付会計実務指針第33項の例外処理を行う制度であ

ります。また、当社及び２社を除く連結子会社は、確定

拠出年金制度を設けております。 

さらに、連結子会社のうち１社は、中小企業退職共済制

度に加入しており、他の１社は確定給付型の制度として

退職一時金制度を設けております。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数

事業主制度に関する事項は次のとおりであります。 

(1）制度全体の積立状況に関する事項 

  （平成22年３月31日現在） 

(1）制度全体の積立状況に関する事項 

  （平成23年３月31日現在） 

年金資産の額 千円102,905,925

年金財政計算上の給付債務の額 千円161,336,132

差引額 千円△58,430,206

年金資産の額 千円90,547,674

年金財政計算上の給付債務の額 千円154,313,921

差引額 千円△63,766,246

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 (2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 

（平成22年３月分） ％3.2 （平成23年３月分） ％2.9

(3）補足説明 

上記(1）の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤

務債務残高 千円及び当年度不足金

千円であります。本制度における過去勤務

債務の償却方法は期間 年の元利均等償却でありま

す。 

当社グループは、当期の連結財務諸表上、特別掛金

千円を費用処理しております。 

なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割

合と一致しません。 

16,596,562

41,833,644

20

56,333

(3）補足説明 

上記(1）の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤

務債務残高 千円及び当年度不足金

千円であります。本制度における過去勤務

債務の償却方法は期間 年の元利均等償却でありま

す。 

当社グループは、当期の連結財務諸表上、特別掛金

千円を費用処理しております。 

なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割

合と一致しません。 

17,811,529

45,954,717

19

55,595

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 千円21,082

退職給付引当金 千円21,082

退職給付債務 千円23,284

退職給付引当金 千円23,284

３ 退職給付に関する事項 ３ 退職給付に関する事項 

勤務費用 千円2,423

退職給付費用 千円2,423

その他 千円17,883

計 千円20,306

勤務費用 千円2,202

退職給付費用 千円2,202

その他 千円18,289

計 千円20,491

(注)１．上記金額には、大阪府貨物運送厚生年金基金に

拠出している掛金を含んでおりません。 

  ２．その他は、確定拠出年金及び中小企業退職共済

制度への掛金支払額であります。  

(注)１．上記金額には、大阪府貨物運送厚生年金基金に

拠出している掛金を含んでおりません。 

  ２．その他は、確定拠出年金及び中小企業退職共済

制度への掛金支払額であります。  

４ 退職給付債務等の基礎に関する事項 

連結子会社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等

について記載しておりません。 

４ 退職給付債務等の基礎に関する事項 

連結子会社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等

について記載しておりません。 

（ストック・オプション等関係）
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 共通支配下の取引等 

 １．取引の概要 

   (1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容 

      事業の名称  運送事業及びアフタ－販売事業 

     事業の内容  霊柩運送事業、一般貨物貸切旅客運送事業、後日返礼品・仏壇仏具の販売、墓地墓石の紹

            介 

  (2) 企業結合日 

          平成23年10月１日 

    (3) 企業結合の法的形式 

     株式会社公益社（当社の連結子会社）を存続会社、関西自動車株式会社（当社の連結子会社）及び株式会

     社ユ－アイ（当社の連結子会社）を消滅会社とする吸収合併 

 （4）結合後企業の名称 

    株式会社公益社 

（5）その他取引の概要に関する事項 

   平成21年４月に発表した10年ビジョンと中期経営計画に基づき、今回の合併を実施いたしました。すなわ

  ち、第Ⅰ期中期経営計画において重要課題のひとつとして掲げた「グル－プ会社のマネジメント体制の見直

  し」の一環として関西自動車株式会社及び株式会社ユ－アイの役割をグル－プの全体最適の観点から再定義

  し、グル－プの中核会社である株式会社公益社のもとで事業の再構築を図り、顧客へのサ－ビス力強化と利

  益率向上を目指します。 

  

 ２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業

 分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配

 下の取引として会計処理しております。           

     

 当社グループは、会館等の店舗、本社・営業所等の事務所、倉庫等の不動産賃借契約のうち賃借期間終了時に原状

回復義務があるものについて、資産除去債務を計上しております。 

 資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は賃借契約期間及び賃借物件に対する投資資産の耐用年数を勘案し

た期間（３年～44年）を、割引率は使用見込期間に応じた発生月の国債利回りを基礎に算定した利回り（0.485％～

2.301％）を採用しております。 

 なお、資産除去債務の総額の増減は次のとおりであります。 

  

（注）前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用したことによる期首時点にける残高であります。   

  

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

  

前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日） 

 至 平成23年３月31日）  

当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日） 

 至 平成24年３月31日）  

期首残高（注） 千円 120,399 千円 123,414

有形固定資産の取得に伴う増加額  486  16,363

時の経過による調整額  2,529  2,617

その他の増減額（△は減少額） －  △179

期末残高  123,414  142,216
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前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当社では、大阪府において、賃貸用オフィスビル（土地を含む）及び賃貸用土地等を有しております。 

平成23年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は96,485千円（賃貸収益は営業収益、賃貸費用は営 

業費に計上）、移転損失は8,620千円（特別損失に計上）であります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び当連結会計年度末の時価は、次 

のとおりであります。 

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２ 当連結会計年度増減額のうち主なものは、不動産信託受益権の減少(39,672千円）であります。 

３ 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定し 

た金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)、その他の物件については一定の評価額や適切 

に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく価額等を時価とみなし、自社で算定した金額 

であります。 

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

当社では、大阪府において、賃貸用オフィスビル（土地を含む）及び賃貸用土地等を有しております。 

平成24年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は197,628千円（賃貸収益は営業収益、賃貸費用は営 

業費に計上）、固定資産除却損は9,043千円（特別損失に計上）であります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び当連結会計年度末の時価は、次 

のとおりであります。 

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２ 当連結会計年度増減額のうち主なものは、不動産信託受益権の減少(42,278千円）であります。 

３ 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定し 

た金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)、その他の物件については一定の評価額や適切 

に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく価額等を時価とみなし、自社で算定した金額 

であります。 

  

（賃貸等不動産関係）

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価 

（千円） 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

 925,196  △68,022  857,174  3,223,416

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価 

（千円） 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

 857,174  △42,406  814,767  3,120,462
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 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額  円 銭3,370 32

１株当たり当期純利益金額 円 銭86 13

１株当たり純資産額  円 銭3,493 82

１株当たり当期純利益金額 円 銭163 49

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  
前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  483,769  918,295

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  483,769  918,295

期中平均株式数（株）  5,616,796  5,616,776

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

────── ────── 

（重要な後発事象）

                                 
燦ホールディングス㈱ (9628) 平成24年３月期 決算短信

－ 37 －



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 861,628 893,131

原材料及び貯蔵品 3,094 1,986

前払費用 79,032 76,016

繰延税金資産 40,261 43,271

短期貸付金 33,360 43,360

未収還付法人税等 － 288

未収消費税等 － 10,172

その他 12,589 12,943

流動資産合計 1,029,965 1,081,169

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 6,921,981 6,687,146

構築物（純額） 188,680 180,106

機械及び装置（純額） 11,505 9,340

工具、器具及び備品（純額） 48,283 45,981

土地 9,949,601 10,761,318

リース資産（純額） 74,897 58,373

建設仮勘定 59,034 21,649

有形固定資産合計 17,253,983 17,763,916

無形固定資産   

借地権 19,500 19,500

ソフトウエア 4,996 148,769

電話加入権 28,646 28,646

ソフトウエア仮勘定 185,218 1,036

無形固定資産合計 238,361 197,953

投資その他の資産   

関係会社株式 3,362,585 3,062,585

出資金 2,780 2,280

長期貸付金 527,878 497,334

従業員に対する長期貸付金 2,270 1,495

長期前払費用 83,386 71,289

繰延税金資産 170,632 133,693

不動産信託受益権 557,544 515,265

保険積立金 30,732 33,024

差入保証金 607,686 606,432

その他 90,600 40,400

貸倒引当金 △47,999 －

投資その他の資産合計 5,388,095 4,963,801

固定資産合計 22,880,440 22,925,670

資産合計 23,910,405 24,006,840
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 457 865

短期借入金 911,000 670,000

1年内返済予定の長期借入金 612,000 617,000

リース債務 20,982 21,872

未払金 111,506 81,058

未払費用 13,344 15,423

未払法人税等 223,019 199,921

未払消費税等 30,378 18,045

預り金 9,773 14,285

賞与引当金 34,555 35,855

役員賞与引当金 34,700 54,660

その他 16,081 17,873

流動負債合計 2,017,798 1,746,860

固定負債   

社債 1,500,000 1,500,000

長期借入金 1,035,000 1,225,500

リース債務 57,659 39,345

資産除去債務 67,713 85,452

長期未払金 120,720 120,720

その他 96,026 96,026

固定負債合計 2,877,118 3,067,044

負債合計 4,894,916 4,813,905

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,568,157 2,568,157

資本剰余金   

資本準備金 5,488,615 5,488,615

資本剰余金合計 5,488,615 5,488,615

利益剰余金   

利益準備金 225,639 225,639

その他利益剰余金   

配当平均積立金 230,000 230,000

固定資産圧縮積立金 94,874 102,929

別途積立金 8,433,992 8,433,992

繰越利益剰余金 2,987,311 3,156,745

利益剰余金合計 11,971,818 12,149,307

自己株式 △1,013,103 △1,013,146

株主資本合計 19,015,488 19,192,935

純資産合計 19,015,488 19,192,935

負債純資産合計 23,910,405 24,006,840
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業収益 4,145,766 4,222,921

営業費用   

不動産賃貸原価 1,745,878 1,740,093

一般管理費 1,316,237 1,298,108

営業費用合計 3,062,116 3,038,201

営業利益 1,083,649 1,184,719

営業外収益   

受取利息 14,423 13,509

受取配当金 3 1

還付加算金 2,824 －

雑収入 5,225 4,611

営業外収益合計 22,477 18,121

営業外費用   

支払利息 38,303 32,372

社債利息 24,350 24,385

雑損失 4,005 8,028

営業外費用合計 66,659 64,786

経常利益 1,039,467 1,138,054

特別利益   

貸倒引当金戻入額 202 －

役員賞与引当金戻入額 700 －

規定損害金収入 － 1,717

特別利益合計 902 1,717

特別損失   

固定資産売却損 － 526

固定資産除却損 1,984 22,359

減損損失 － 8,200

関係会社株式評価損 － 300,000

投資有価証券評価損 － 2,199

移転損失 8,620 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11,011 －

特別損失合計 21,616 333,286

税引前当期純利益 1,018,753 806,485

法人税、住民税及び事業税 307,256 370,396

法人税等調整額 26,636 33,927

法人税等合計 333,893 404,324

当期純利益 684,859 402,161
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 2,568,157 2,568,157

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,568,157 2,568,157

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 5,488,615 5,488,615

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,488,615 5,488,615

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 225,639 225,639

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 225,639 225,639

その他利益剰余金   

配当平均積立金   

当期首残高 230,000 230,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 230,000 230,000

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 94,874 94,874

当期変動額   

税率変更に伴う固定資産圧縮積立金
の増加

－ 8,055

当期変動額合計 － 8,055

当期末残高 94,874 102,929

別途積立金   

当期首残高 8,433,992 8,433,992

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,433,992 8,433,992

繰越利益剰余金   

当期首残高 2,555,207 2,987,311

当期変動額   

剰余金の配当 △252,755 △224,671

税率変更に伴う固定資産圧縮積立金
の増加

－ △8,055

当期純利益 684,859 402,161

当期変動額合計 432,104 169,434

当期末残高 2,987,311 3,156,745
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △1,013,103 △1,013,103

当期変動額   

自己株式の取得 － △43

当期変動額合計 － △43

当期末残高 △1,013,103 △1,013,146

株主資本合計   

当期首残高 18,583,384 19,015,488

当期変動額   

剰余金の配当 △252,755 △224,671

当期純利益 684,859 402,161

自己株式の取得 － △43

当期変動額合計 432,104 177,446

当期末残高 19,015,488 19,192,935

純資産合計   

当期首残高 18,583,384 19,015,488

当期変動額   

剰余金の配当 △252,755 △224,671

当期純利益 684,859 402,161

自己株式の取得 － △43

当期変動額合計 432,104 177,446

当期末残高 19,015,488 19,192,935
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 該当事項はありません。  
  

  

(４）継続企業の前提に関する注記

(５）重要な会計方針

項目 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

  

  

(2）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

  

  

② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定しております。） 

３ 固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。 

なお、取得価額が 万円以上 万円未満の資産については、３年間で均等償

却する方法を採用しております。 

主な耐用年数は下記のとおりであります。 

建物          31～50年 

構築物         10～20年 

機械及び装置      ７～15年 

工具、器具及び備品   ３～15年 

10 20

  

  

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。 

  

  

(3）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

  

  

(4）長期前払費用 

定額法  

４ 引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

  

  

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計

上しております。 

  

  

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。 

５ その他財務諸表作成のための重

要な事項 

(1）消費税等の会計処理の方法 

税抜き方式によっております。 

  

  

(2）土地信託の会計処理の方法 

信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づき、貸借対照表項目は「不動

産信託受益権」勘定として処理し、損益計算書項目は当該営業収益又は営業

費用勘定に含めて処理しております。なお、収益及び費用の認識基準として

は発生基準によっております。 
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(６）表示方法の変更

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（貸借対照表）  

 前事業年度において、「投資その他の資産」に独立掲記しておりました「投資有価証券」につきましては、金額的重

要性が極めて乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前事業年度の財務諸表の組替を行っております。 

 この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「投資有価証券」に表示していた2,200千円

は、「その他」として組み替えております。 

(７）追加情報

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当事業年度の期首以降に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
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(８）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度
（平成24年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円8,075,797 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円8,565,726

※２ 関係会社に係る注記 

関係会社に対する主な資産・負債には、区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

※２ 関係会社に係る注記 

関係会社に対する主な資産・負債には、区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

短期借入金 千円611,000 短期借入金 千円670,000

※３ 有形固定資産について、取得価額から控除した圧縮

記帳額は、建物 千円であります。 2,000

※３ 有形固定資産について、取得価額から控除した圧縮

記帳額は、建物 千円であります。 2,000

 ４ 偶発債務 

（銀行借入に対する保証債務） 

 ４ 偶発債務 

（銀行借入に対する保証債務） 

㈱葬仙 千円853 ㈱葬仙 千円6,178

※５ コミットメントライン契約  

 (特定融資枠契約) 

資金調達の機動性確保並びに資金効率の向上を目的

として、３金融機関との間でコミットメントライン

契約を締結しております。この契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

※５ コミットメントライン契約  

 (特定融資枠契約) 

資金調達の機動性確保並びに資金効率の向上を目的

として、３金融機関との間でコミットメントライン

契約を締結しております。この契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントの総額 千円2,000,000

借入実行残高 千円300,000

差引額 千円1,700,000

コミットメントの総額 千円2,000,000

借入実行残高 －千円

差引額 千円2,000,000

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。 

※１ 関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。 

営業収益 千円3,948,904 営業収益 千円3,918,783

規定損害金収入 千円1,717

 ２        ────── ※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  建物 千円526

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 千円771

構築物 千円801

その他 千円412

計 千円1,984   

建物 千円13,316

その他 千円9,043

計 千円22,359

 ４        ────── ※４ 減損損失 

   当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上い

たしました。  

 当社は、事業用資産について管理会計上の区分を基準と

してグルーピングを行っております。 

 当資産グループについては、営業活動から生ずる損益の

継続的なマイナスのため、資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失( 千円)

として特別損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額

により測定し、不動産鑑定評価額により評価しておりま

す。  

用途 場所 種類

葬儀会館 大阪府岸和田市 土地

8,200
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前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株式
数（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式  465,212 － －  465,212

合計  465,212 － －  465,212

  
当事業年度期首株式
数（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式  465,212  35 －  465,247

合計  465,212  35 －  465,247
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１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、本社におけるファイルサーバー（工具、器具及び備品）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー 

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであ 

ります。 

  

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：千円）

  

（単位：千円）

(注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利 

子込み法により算定しております。 

  

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

（単位：千円）

(注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低 

いため、支払利子込み法により算定しております。 

  

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

（単位：千円） 

  

（リース取引関係）

  
前事業年度（平成23年３月31日） 

取得価額 減価償却累計額 期末残高 

建物   664,000  194,449  469,550

工具、器具及び備品  3,757  1,983  1,774

合計  667,757  196,433  471,324

  
当事業年度（平成24年３月31日） 

取得価額 減価償却累計額 期末残高 

建物  664,000  224,199  439,800

工具、器具及び備品  3,757  2,609  1,148

合計  667,757  226,809  440,948

  
前事業年度 

（平成23年３月31日） 

当事業年度 

（平成24年３月31日） 

未経過リース料期末残高相当額     

１年内   30,376   30,376

１年超   440,948   410,571

合計   471,324   440,948

  

前事業年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 

支払リース料   30,757   30,376

減価償却費相当額   30,757   30,376
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（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

２．オペレーティングリース取引 

① 借主側 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

（単位：千円）

  

② 貸主側 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

（単位：千円） 

   

  
前事業年度 

（平成23年３月31日） 

当事業年度 

（平成24年３月31日） 

１年内   163,029   177,387

１年超   1,917,417   2,002,868

合計   2,080,446   2,180,255

  
前事業年度 

（平成23年３月31日） 

当事業年度 

（平成24年３月31日） 

１年内   192,000   192,000

１年超   3,595,200   3,403,200

合計   3,787,200   3,595,200
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度
（平成24年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

(1）流動の部  

繰延税金資産   

未払事業税 千円 21,621

賞与引当金  14,043

未払費用  2,796

その他  1,799

繰延税金資産合計  40,261

(2）固定の部   

繰延税金資産   

減損損失 千円 602,811

子会社株式  53,197

長期未払金  49,060

資産除去債務  27,518

貸倒引当金   22,269

その他  8,481

繰延税金資産小計  763,338

評価性引当額  △500,125

繰延税金資産合計  263,212

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金  △64,954

資産除去費用  △20,858

その他  △6,767

繰延税金負債合計  △92,580

繰延税金資産（負債）の純額  170,632

(1）流動の部  

繰延税金資産   

未払事業税 千円 17,653

賞与引当金  13,614

未払費用  3,081

その他  8,922

繰延税金資産合計  43,271

(2）固定の部   

繰延税金資産   

減損損失 千円 525,457

子会社株式  153,400

長期未払金  42,976

資産除去債務  30,421

建物  3,282

その他  12,102

繰延税金資産小計  767,640

評価性引当額  △547,820

繰延税金資産合計  219,819

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金  △56,898

資産除去費用  △22,819

その他  △6,407

繰延税金負債合計  △86,125

繰延税金資産（負債）の純額  133,693

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％ 40.6

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
 4.3

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
 △12.8

住民税均等割  0.6

その他  0.0

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 32.8

   

法定実効税率 ％ 40.6

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
 5.1

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
 △14.5

住民税均等割  0.8

評価性引当額  15.5

税率変更による期末繰延税金資産

の減額修正 
 2.6

その他  0.0

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 50.1
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 連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。 

  

  

 当社は、会館等の店舗、本社・営業所等の事務所、倉庫等の不動産賃借契約のうち賃借期間終了時に原状回復義務

があるものについて、資産除去債務を計上しております。 

 資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は賃借契約期間及び賃借物件に対する投資資産の耐用年数を勘案し

た期間（５年～44年）を、割引率は使用見込期間に応じた発生月の国債利回りを基礎に算定した利回り（1.329％～

2.301％）を採用しております。 

 なお、資産除去債務の総額の増減は次のとおりであります。 

  

（注）前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用したことによる期首時点にける残高であります。 

  

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度
（平成24年３月31日） 

  ３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の金額の修正 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図る

ための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法

律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施

策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公

布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から

法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われる

こととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.6％

から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年

４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差

異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事

業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、

35.6％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金

負債の金額を控除した金額）は20,581千円減少し、法人

税等調整額が20,581千円増加しております。 

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

  

前事業年度 

（自 平成22年４月１日） 

 至 平成23年３月31日）  

当事業年度 

（自 平成23年４月１日） 

 至 平成24年３月31日）  

期首残高（注） 千円 66,276 千円 67,713

有形固定資産の取得に伴う増加額 －  16,363

時の経過による調整額  1,436  1,555

その他の増減額（△は減少額） －  △179

期末残高  67,713  85,452
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 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭3,385 47

１株当たり当期純利益金額 円 銭121 93

１株当たり純資産額 円 銭3,417 8

１株当たり当期純利益金額 円 銭71 60

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  684,859  402,161

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  684,859  402,161

期中平均株式数（株）  5,616,796  5,616,776

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── ────── 

                                 
燦ホールディングス㈱ (9628) 平成24年３月期 決算短信

－ 51 －



  

(1）役員の異動 

 ① 代表取締役の異動 

   該当事項はありません。 

  

 ② その他の役員の異動 

   新任執行役員候補 

   執行役員 大西 健二（現 総務部長兼店舗開発部長） 

   執行役員 山本 浩（現 経営企画部長） 

   執行役員 宮崎 年容（現 購買部長） 

   執行役員 小林 大介（現 マーケティング戦略部付部長） 

  

 ③ 就任予定日 

   平成24年６月26日  

  

(2）営業実績 

 当第連結会計年度における営業実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額は、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

６．その他

セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  金額（千円） 前年同期比（％） 

公益社グループ  15,227,896  104.3

葬仙グループ  1,442,553  101.9

タルイグループ  1,337,896  108.1

持株会社グループ  4,222,921  101.9

合計  22,231,266  103.9
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 (3）葬儀請負の状況 

 当社グループのセグメントのうち主な事業である葬儀請負事業に係わる葬儀請負施行件数の、当連結会計年度

における状況は次のとおりであります。 

  
 ① 公益社グループ 

  

② 葬仙グループ 

  
③ タルイグループ 

（注） １．稼働率＝施行件数÷基準件数×100 

      なお、式場利用は通常、通夜と葬儀の２日間にわたるため、基準件数は１式場２日間に１件の施行を標

準として算出しております。 

    ２．葬儀請負施行件数は、法事・法要件数を除いた件数を記載しております。 

区分 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

式場数（式場） 施行件数（件） 前年同期比（％） 稼働率（％）

大規模会館 

千里会館、枚方会館、 

西宮山手会館、天神橋会館 

大式場  4  142  116.4  19.5

一般式場  15  2,179  105.9  79.6

支店・営業所付属会館 

東大阪、堺、吹田、岸和田、 

西田辺、用賀、玉出、城東、 

宝塚、豊中、高槻、富雄、 

守口、雪谷、明大前、はびきの 

たまプラーザ、なかもず 

田園調布、学園前、住吉御影 

森小路  

一般式場  35  5,558  102.5  87.0

小計    54  7,879  103.7  79.9

その他（自宅、寺院等）    －  1,875  95.7  －

合計  －  9,754  102.0  －

区分 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

式場数（式場） 施行件数（件） 前年同期比（％） 稼働率（％）

支店・営業所付属会館 

鳥取、吉方、岩美、米子、 

安倍、福米、安来、境港、 

余子、松江、比津、東出雲、 

大東 

一般式場  13  1,091  96.5  46.0

その他（自宅、寺院等）    －  235  108.8  －

合計  －  1,326  98.5  －

区分 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

式場数（式場） 施行件数（件） 前年同期比（％） 稼働率（％）

支店・営業所付属会館 

舞子、大蔵谷、新明、林崎、 

大久保、魚住、土山、 

東加古川 

一般式場  12  889  100.2  40.6

その他（自宅、寺院等）    －  41  107.9  －

合計  －  930  100.5  －
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